



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































κ1 0．6390（0．08） 一 一
κ2 α3813（α09） 　 一
κ5 α7189（0．08） 一 一
κ8 0．5388（0．08） ｝ 一
κ10 0．5400（0．08） 一 一
κ12 一 0．4543（0．09） 一
κ13 一 0．3945（0．09） 　
κ14 一 0．4967（0．09） 一
κi7 一 0．7163（0．10） 一
κ20 一 　 0．8250（0．07）
κ21 一 一 0。6977（0．07）
κ23 『 ｝ 0．6647（0．07）
κ25 一 一 0。6046（0．08》
■ボールペン固有尺度
ξ1：犠牲 ξ、：品質バロメーター ξ3：スデータス
κ1 0．6270（0．08） 一 一
κ2 0．4149（0．08） 一 一
κ5 0．6056（0．08） 　 一
κ7 α3857（0．08） 一 一
κ8 0．8201（0．08） 『 一
κ12 一 0．7125（0．09） 一
κ回 一 0．6943（0．09） 一
κ17 一 0．4887（0．09） 一
κ且9 一 一 0．6969（0．07）
κ2〔〕 一 一 0．8536（0．06｝
κ22 ｝ 一 0．6325（0．07｝
κ23 一 ｝ 0．7708（0．07）
κ25 一 一 0．6160（0．07）













































α係数 α6982 α5915 α7893
■ポールベン固有尺度
ξ1：犠牲 ξ2：品質’｛ロメーター ξ3：ステータス
























































































































































































































































































Vーキング ユニーク 鷲兄 品吾溜断 情報関心 食生活ﾖ心 健康関心
犠牲 0．26158i0，0005）
0．17747
i0．0191）
034861
i0．0001）
0．23532
i0．0018｝
0．32694
i0．0001）
0．12829
i0．0916）
0．20092
i0．0079｝
0．16349
i0．0311）
0．08081
i0．2892）
0．09624
i0．2065）
　　　品質バロメーター 0．22362
i0．003）
0．06753
i0．376）
0．17005
i0，0249）
一〇．12249
i0．1074）
0．20938
i0．0056）
心．08489
i0．2654）
・0．09041
i0．2355）
0．05838
i0．4442）
0．00128
i0．9866》
0．01521
i0．8421｝
ブレステージ 0．41066i0．㎜1｝
0．04283
i0．5747）
0．28842
i0．0001）
0．06902
i0．3655｝
0．53279
i0．㎜1）
0．12591
i0．0978｝
0．16291
i0，0317）
0．15469
i0．0415｝
0．1152
i0．1301）
0．14364
i0．0586｝
ただし、カッコ内はp値である。
て，個人要因と価格関与水準との関係を検討
した（図表6．15，図表6．16）。
　図表6．15，及び図表6．16から明らかなよう
に，製品カテゴリーによって，価格関与と個
人要因との関係は大きく異なる。その中で，
両方の製品カテゴリーにおいて，
　■犠牲と製品関与，及びバラエティー・シ
ーキング
　■品質バロメーターと処理関与，及びユニ
ークな消費財に対する欲求
　■プレステージと製品関与，ユニークな消
費財に対する欲求，品質判断に対する自信，
及び情報に対する関心
　との問には，有意な相関が存在することが
示された。
7．まとめと今後の課題
本研究では，価格関与概念を提示し，さら
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にその尺度化を行った。特に，価格関与概念
の尺度化では，カテゴリー固有尺度を開発し
た後，さらにカテゴリー共通尺度の開発を行
った。開発されたカテゴリー共通の価格関与
尺度は，犠牲，品質バロメーター，及びプレ
ステージの3つの下位次元から構成される尺
度であり，それぞれ，4項目，3項目，3項
目の質問項目から構成される。また，確認的
因子分析の結果，このカテゴリー共通の価格
関与尺度は，一．A次元性，収束妥当性，弁別妥
当性，及び信頼性を満たす尺度であることが
示された。
　本研究において開発された価格関fチ尺度
は，現在，消費者の価格関与水準を測定する
ための唯一の尺度であるが，完全な尺度では
なく，以ドのような問題点を持つものであ
る。
　■法則的妥当性の検討
　本研究では，調査の不備のために，尺度の
法則的妥当性の検討を行わなかった。法則的
妥当性の検討は，尺度の構成概念妥当性を示
すために必要である。
　■外部妥当性の検討
　本研究では，スポーツ・シューズとボール
ペンの2つの製品カテゴリーを対象製品カテ
ゴリーとし，便宜サンプル（学習院大学大学
生）を用いて調査を行い，調査において収集
された項目得点データに基づいて尺度開発を
行った。その結果，開発された尺度が他の製
品カテゴリーに対して，また他の消費者に対
して適用することができるかという外部妥当
性の検討を行うことができなかった。
　■強い収束妥当性，及び強い弁別妥当性
の検討
　本研究では，弱い収束妥当性，及び弱い弁
別妥当性の基準に基づいて，収束妥当性，及
び弁別妥当性の検討を行ったため，弱い収束
妥当性，及び弱い弁別妥当性のみが確認され
た。
　今後，価格関与尺度の妥当性を高めていく
ために，これらの3つの問題点を解決してい
くことが望まれる。
　〔P本研究は，1998年度（財団法人）～F出
秀雄記念事業財団研究助成による研究の一部
である。同財団には感謝の意を表したい。
　（2）例えば，中谷内・杉本（1985），青木
（1987），育木（1988），育木他（1988）があ
げられる。
　（3）ここでの「（価格が有する）意味」とは
シンボルという狭い意味で使川されているこ
とに注意しておく必要がある。
　川これは，認知的不協和の議論との関連
を持つ，，即ち，認知的不協和が起こる状況に
おいて，価格は品質バロメーターとして利用
されやすいと言われている。
　㈲ここで認知的関与というのは，感情的
関与に対立する関与概念であり，製品使用に
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より実質的価値を実現しようという動機の強
さを表すものである。
　（6＞なお，ここで行った探索的因子分析で
は，スポーツ・シューズとボールペンの2つ
の製品カテゴリーに関する項目得点をプール
したものを用いた。
　（7＞尺度開発のための因子分析において抽
出する因子数を決定する際には，「固有値が1
以上の因子を採用する（例えば，Yamauchi
and　Templer）」，あるいは「スクリー・プロ
ットにおいて大きく固有値が減少する点より
右側の因子を採用する（例えば，Briggs　and
Cheek　1986）」等の因子抽出基準に従うこと
が多い。しかし，これらの基準は一般的に用
いられているものの，理論的に厳密なもので
はなく，特に，項目を分類するために因子分
析を用いるとき，導出された因子構造が研究
目的に適当であるかということを基準とし
て，試行錯誤的に因子数を決定する方法は最
も有効な方法である（芝1979）。そこで本研
究では，複数の質問項目によって構成概念を
測定すること（即ち，複数項目尺度）の利点
を重視し，上記のような手続きによって因子
数を決定した。
　〈8）通常，因子負荷量の絶対値の小さい項
目を削除することによって尺度を構成するこ
とが多い。しかし本研究では，尺度の収束妥
当性のみでなく，弁別妥当性を高めることを
目的とし，因子負荷量の絶対値の差が小さい
項目を削除することによって，単純構造（即
ち，各項目の因子負荷量の絶対値が，それぞ
れ特定の因子についてのみ大きく，他の因子
については0であること）に近づけることを
試みた。また，因子分析に用いる項目を変化
させたとき，因子負荷量行列もこれに伴って
変化することから，ここでは，因r一負荷量の
絶対値の差が小さい項目を削除し，探索的因
f‘分析を行い，さらに因了負荷量の絶対値の
差が小さい項目を削除するという反復f続き
を採用した。
価格関’チ尺度開発の試み（ヒ田・斎藤）
　（9＞妥当性は，内容妥当性，基準関連妥当
性，及び構成概念妥当性の3つの下位次元か
ら構成されるものとして整理されており，従
って，構成概念妥当性は妥当性の下位次元の
1つとして捉えられる（例えば，American
Educationa且Research　Association，　American
Psychological　Association，and　National
Counci且on　Measurement　in　Education；DeV－
ellis　1991；池田1973）。
　圃確認的因子分析の概要を本研究の最後
に付録として記載した。確認的因子分析に関
するより詳細な議論は，Long（1983），　SAS
Institute　Inc．（1988），豊田（1992），豊田・
前田・柳井（1992）を参照のこと。
　（11）上記の構成概念妥当性の下位概念は，
尺度開発を行った多くの既存研究で検討され
てきたが，これら以外にも，構成概念妥当性
の下位概念として，因子的妥当性，本質的妥
当性等が提示されている。このように，構成
概念妥当性に関する議論は複雑であり，また
研究者の間で理解も異なる（池田1973）。
　（121Steenkamp　and　Trijp（1991）では，確
認的因子モデルがデータに対してよくフィッ
トしなかったとき，モデルのデータへのフィ
ットを高め，尺度の一次元性を満たすために，
標準化された残差の大きい質問項目を削除す
ることによって，尺度を再構成すべきである
としている。また彼らは，尺度の再構成を伴
う場合があることから，妥当性の検討におい
て，まず始めに一次元性を検討すべきである
としている。
　（13）CFI（compatitive　fit　index）はBentler
（1990）によって提示された構造方程式モデ
ルの適合度指標であり，次式によって定義さ
れる。
　　　（Xl－df。）一（x7－df，）
CFI＝　　　　　（Xl－df。）
ただし，Xl鍔：それぞれ，帰無モデルと提示された
　　　　　モデルのカイ2乗値
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df。，dff：それぞれ，帰無モデルと提示された
　　モデルの自由度
　Bagozzi　and　Foxall（1996）では，この
CFIを尺度開発のための確認的因子分析にお
いて適合度指標として用いている。
　（14）ただし，「因子負荷量が0と有意に異な
ること」は弱い収束妥当性の基準と見なすこ
とができる。なお，強い基準は「確認的因子
分析において，因子負荷量が十分に大きい
（例えば，0．5以上）こと」である（Hilde－
brandt　1987；Steenkamp　and　Trijp　1991）。
　（15）本研究では，確認的因子分析において，
因子間の相関係数が1と有意に異なることを
基準として，「帰無仮説：因子間の相関係数
二1」を棄却することによって収束妥当性を
確認した。この収束妥当性のための基準は，
各構成概念は「少なくとも完全な相関関係に
はないこと」を示すものであり，弱い基準と
見なすことができる。さらに，各構成概念は
「完全に独立であること」を示すためには，
より強い基準 即ち，因子間の相関係数が0
と有意に異ならないことを基準として，「帰
無仮説：因子間の相関係数＝0」を受容す
ることによって収束妥当性を確認しなくては
ならない。
　（16）スポーッ・シューズ固有尺度の下位次
元としての品質バロメーター尺度のα係数は
0．5915であるが，Bagozziの基準（α係数は
約0．6以上であること）を満たす尺度として
見なすことができる。
　（17＞図表6．13，及び図表6．・14は，各クラスタ
ーの中心とそのサイズを示している。ただし，
弁別妥当性の検討おいて議論されたように，
価格関与の下位概念は互いに独立ではない
（図表6．11，及び図表6．12参照）。従って，こ
れらの図表では，グラフとしての表現を簡便
化し，理解を容易にするために軸を直交させ
ているが，正確には軸は互いに直交するもの
ではない（ただし，各クラスターの中心とセ
グメントのサイズは正確なものである）。
【付録　確認的因子分析の概到
　　一般的に，確認的因子モデルは以下のよ
うに定義される。
x＝Aζ＋e
ただし， x：項目得点ベクトル
A：因子負荷量行列
ξ：潜在変数ベクトル
e：誤差ベクトル
［1］
　ここで，潜在変数，及び誤差の期待値は全
て0であること（即ち，E（ζ）＝0，　E（e）＝0），
潜在変数と誤差との間の共分散は全て0であ
ること（即ち，Ec　、，＝0）を仮定すると，項
目得点ベクトルxの共分散行列Σ、、は，
Σ　xx＝AΦA’＋△　　　　　　　　　［2］
ただし，Φ：潜在変数ベクトルξの共分散行列
　　　　　　△：誤差ベクトルeの共分散行列
として表される。このように，項目得点の共
分散行列Σ．xはパラメータA，Φ，△によっ
て構造化される。
　確認的因子モデルの最尤推定では，適合度
関数，即ち，
∫lfムE＝tr（Σxx（θ）’lS）－log　lΣxx（θ）’］sl－n、　［3］
ただし， θ：パラメータベクトル
S：観察された項目得点から
　　　計算された共分散行列
n：項目の数
　1
を最小化することによって，
る。
最尤推定値を得
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